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複合的課題を有するいわゆる困難事例の権利利益の保護に関する研究 

患者の権利を意識した医療上の意思決定支援に関する研究 

 

研究分担者 井藤佳恵 東京都健康長寿医療センター研究所 研究部長 

 

研究要旨 

近年、「独居の高齢者が増え、意思決定支援が大変だ」という声が聞かれる。医療従事者

からも同様の意見が出されるが、しかしながら、医療上の意思決定は一身専属的権であ

り、本来、家族の関りの有無とは無関係に守られるべき人権である。 

さらに、2024 年の診療報酬改定を受けて、アドバンス・ケア・プランニング（ACP）が、

国の政策としても推進されている。しかし、医療現場で意思決定支援に関わる医療従事者

が、ACP をどのように理解しているかについては、十分に明らかにされていない。 

本研究では、医療従事者を対象として、意思決定に関する法的枠組みや ACP の背景にあ

る倫理的概念の理解、ならびに臨床事例への対応を調査した。 

その結果、医療同意に関する法的枠組みの理解、ACP の概念理解にはばらつきがみられ、

倫理的概念に関する知識が、患者の人権を意識した意思決定支援の実践と関連している

ことが示された。 

A. 研究目的 

2024 年の診療報酬改定により、入院料通則

に「人生の最終段階における適切な意思決

定支援の推進」が新たに盛り込まれた。意思

決定支援に関する施設方針を策定していな

い病院は基本入院料の対象外となることか

ら、現在、各医療機関で ACP を念頭におい

た意思決定ガイドラインの整備が進められ

ている。 

ACP は、将来、意思決定を行うことが難し

くなった場合に備え、医療やケアに関する

希望について、本人を中心に家族や医療・ケ

アチームと繰り返し話し合うプロセスであ

り、たとえば日本老年医学会は「将来の医

療・ケアについて、本人を人として尊重した

意思決定の実現を支援するプロセス」と定

義している。 

しかし ACP が蘇生措置不要（Do-Not-

Attempt-Resuscitation；DNAR）の意思表明を

得ることと同一視されるなど、その理解を

めぐる混乱が、国際的に指摘されている。 

わが国においては、医療従事者が ACP をど

のように理解しているのか、また、その理解

が実際の意思決定支援にどのように影響し

ているのかということについて、十分に検

討されてこなかった。 

そこで本研究では、医療従事者を対象に、

（1）意思決定に関する法的枠組みや倫理的
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概念に関する知識を測定し、（2）架空事例を

用いて、わが国の臨床現場における「患者の

人権の尊重」がどのように実践されている

かを検証すること、（3）患者の人権が尊重さ

れる意思決定支援に関連する要因を明らか

にすることを目的として、アンケート調査

を実施した。 

 

B. 研究方法 

都内で高齢者の急性期医療を担う医療機関

（550 床、平均在院日数 12.5 日）の医療従

事者 749 人を対象として、2025 年 6 月 2

日から 6 月 16 日の期間に、アンケート調

査を実施した。 

対象とする医療従事者は緩和ケアチームを

構成する多職種とし、内訳は常勤医師・歯

科医師 180 人、看護師 506 人、薬剤師 35

人、臨床心理士/公認心理師 13 人、社会福

祉士/精神保健福祉士 15 人であった。 

（倫理面への配慮） 

本研究は東京都健康長寿医療センター倫理

委員会の承認を得て行った。 

 

C. 研究結果 

・549 人から有効回答票を得た（有効回収率

73％）。職種による回収率の有意差あり、

医師・臨床心理士/公認心理師、社会福祉

士/精神保健福祉士で高く、看護師・薬剤

師で低かった。また、回答者の 8 割以上

が、受け持ち患者の看取りを経験してい

た。 

・医療上の意思決定に関する法的枠組み

（医療同意権）について、「家族による医

療同意（代諾）は法律で認められている」

と理解している回答者が 86％にのぼり、

医療現場での慣行と法制度との関係が、

必ずしも十分に共有されていない状況が

うかがわれた。 

・「将来の備え」ではなく、「現在の治療方針」

の決定をACPとする理解が、広くみられ、

ACP と共同意思決定が広く混同されてい

る状況が把握された。 

・回答者の約 4 割は、ACP を「積極的な治

療を控える結論に至った話し合い」と理

解していた。 

・架空事例を用いたシナリオスタディーで

は、患者の意思を尊重しようとする姿勢

が広く確認された。 

・倫理的概念に関する正しい知識があるこ

と、過少な医療によって QOL (quality of 

life)/QOD (quality of death)が損なわれたこ

とを目撃した経験が、患者の人権を尊重

する意思決定支援の独立の関連要因であ

ることが示された。 

 

D. 考察 

本研究により、わが国における意思決定支

援の実践は、政策的には推進されている一

方で、その基盤となる法的・倫理的理解が十

分に共有されていない可能性が示された。

とりわけ、医療同意に関する法的枠組みに

ついて、家族による代諾が法律上認められ

ていると誤認する回答が多数を占めたこと

は、臨床現場における慣行と制度との乖離

を示唆する重要な所見である。また、ACP に

ついても、「将来に備えた意思決定支援のプ

ロセス」ではなく、「現在の治療方針の決定」

あるいは「積極的治療を控える結論」として

理解されている傾向が広く認められた。こ

れらの結果は、ACP が本来有する倫理的意

義から乖離し、手続き的に運用されるリス

クを示している。 
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一方で、架空事例を用いた検討では、多くの

医療従事者が患者の意思を尊重しようとす

る姿勢を示しており、臨床実践において患

者の権利を重視する態度自体は一定程度共

有されていることが確認された。しかしな

がら、その判断は必ずしも明確な倫理的原

則に基づくものではなく、状況依存的ある

いは直感的に行われている可能性がある。

特に、認知症の診断が付与されることで患

者の意思の重みが低下する傾向が一部にみ

られたことは、意思決定能力の評価と意思

尊重の関係について、なお検討の余地があ

ることを示唆する。 

さらに、本研究では、倫理的概念に関する知

識および「過少な医療による不利益」を目撃

した経験が、患者の人権を尊重する意思決

定支援と関連していることが示された。こ

の結果は、単なる経験年数や職種ではなく、

倫理的理解と臨床経験の質が意思決定の在

り方に影響を与えることを示唆している。

特に、これまで我が国では過剰医療への懸

念が強調されてきたが、過少医療のリスク

への認識が、患者の権利擁護の視点を強化

する可能性がある点は注目に値する。 

以上を踏まえると、わが国における意思決

定支援の課題は、制度や手続きの整備にと

どまらず、その基盤となる概念的理解の共

有にあると考えられる。すなわち、ACP や

インフォームド・コンセントを「形式的なプ

ロセス」としてではなく、「患者の権利を実

現するための倫理的枠組み」として再定位

する必要がある。そのためには、法的リテラ

シー、倫理的推論、そして臨床経験に基づく

省察を統合した、多職種横断的な教育の体

系化が求められる。 

 

E. 結論 

本研究は、わが国における意思決定支援の

実践において、政策の進展に比して、医療従

事者の法的・倫理的理解が十分に共有され

ていない現状を明らかにした。患者の意思

を尊重しようとする姿勢は広く認められる

ものの、ACP や医療同意に関する概念の誤

解が、意思決定支援を手続き的なものにと

どめるリスクが示唆された。 

患者の人権を基盤とした意思決定支援を実

現するためには、法制度の理解、倫理的概念

の明確化、そして臨床経験に基づく省察を

統合した教育の推進が不可欠である。とり

わけ、ACP を単なる治療制限の合意形成の

手段としてではなく、患者の価値観に基づ

く意思決定を支える継続的な対話のプロセ

スとして位置づけることが重要である。 

今後、制度的整備と並行して、医療従事者間

で共有可能な概念的基盤の確立と、多職種

連携による実践的な意思決定支援体制の構

築が求められる。これにより、意思決定支援

が真に患者の権利を擁護する営みとして機

能することが期待される。 
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